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論文

短期における所得分配の決定

鵜 飼 康 東

1. 序論1)

ある封鎖経済における，生産活動の結果生じた所得は，資本と労働の 2つの

生産要素に，どのように分配されるのであろうか， という問題を分析する場

合，われわれが，最初に共有したモデルは，新古典派の一般均衡モデルであ

る。このモデルは，資本ストックが変化する長期の局面における，完全分配定

理，および，代替の弾力性を用いた労働分配率の変動分析に威力を発揮した。

しかし，このモデルにおける，生産物市場および労働市場の完全競争の仮定，

貨幣的側面と実物的側面の 2分法，は Keynes(15〕による厳しい批判にさら

された。

一方， Keynes(15〕のモデルは， 資本ストック一定の短期の局面に関心を

集中しており，短期貨幣賃金率が，外生的に与えられていた。したがって，生

産水準ないし所得水準の決定が，同時に雇用量の決定を意味し，かつ，分配状

態の決定を意味した2)。 しかし， そこでは仮定により，貨幣賃金率決定のメ

カニズムが説明されていない。この点は， Kaldor〔認〕， Schneider〔訂〕，

1)小論を作成する過程において，関西大学，高本昇，山本繁綽，元木久，春日淳一，佐

藤真人，毛島達雄，筑波大学，天野昌功，および一橋大学，芹沢数雄の諸氏から多くの

助言をいただいた．記して深謝する次第である．

2) Keynes分配論を，一般均衡論的接近の枠内で説明したものとしては，たとえば，藤

野〔10〕，第7章があげられる．
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622 闊西大學『経清論集」第25巻第6号

Weintraub (19〕のモデルにもあてはまる欠点である。貨幣賃金率を外生的

に与えた分配モデルに一体いかなる実践的な意味があるのであろうか。

また，生産物市場における，独占的競争を仮定した Kalecki(14〕， の分配

モデルにおいても，企業が分配状態の決定力を持っているという， Keynesモ

デルと共通の性格が見られる。果して，これらのモデルが，われわれの生活す

る経済を分析する上で，どれ程有効なのであろうか。

小論において，われわれは，ひとつの試みとして先に述べた分配モデルの枠

組をなるべく破壊しないようにしながら，現実の経済の諸特徴を生かしたマク

ロ・モデルを，構築する。したがって，われわれは，まず，現実の経済に存在

する，いくつかの外面的特性を観察する8)。

第 1に，われわれは，労働組合の存在をあげることができる。わが国の労働

組合は，海員組合を除いて，そのほとんどが，企業別組合であり，合衆国，連

合王国の産業別，職能別組合に比して，賃金決定に占める役割が低い，という

のが通説である。

しかし， 1960年以降，わが国の雇用労働者組織率が， 35%を上下2%程度変

動しているのみである，．という現実は，以下のように，解釈されうるのであ

る。

企業と，企業別労働組合による団体交渉のメカニズムを通じて賃金が決定さ

れる状態が定着した結果，未組織労働者は，もはや，組合に加入したり，新組

合を結成する必要がなくなったのである。何故ならば，大企業と大組合の団体

交渉の結果決定された賃金は，未組織労働者に「波及」してゆくからである。

未組織労働者は，一種の free-riderなのである4)。

さらに，鼓 (6〕では，職場での交渉を行なう上で，企業別労働組合の方が

かえって，職能別組合よりも有利である，という見解が述べられている。した

3)この方法は，鴇田〔8〕， 32頁において展開されている方法に大きく負うものである．

4)労働組合の運動成果を共公財として説明した論文としては， Eickhof⑫O〕がある．
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がって，われわれは，モデルに，雇用者全員が参加する企業別労働組合を仮定

として導入しても，十分に意味があると考える。

第2に，現実の経済に見られる特性は，短期的には，利潤極大化行動を行な

わない，巨大企業が存在することである。

長期的観点からは，企業行動を，利潤極大化行動によって説明することは，

未だ多くの成果が予想されるであろう。しかし，われわれは，今日の巨大企業

を，存在すること自体を自己目的化した組織体として，把握する。

したがって，このモデルに，生産物市場における売手独占企業を設定し，か

っ， この企業が独占利潤を得ようとせず，資本ストック一定の全期間にわた

って，競争者の出現を防ぐために，独占価格より低い参入阻止価格を維持す

る5)' と仮定しても，それは十分に意味があるであろう。すなわち，企業にと

って，価格変化の費用は，資本設備変更の費用に匹敵する。

第3に，現実の経済においては，生産者は，消費者について厖大な知識を持

っているのに対して，消費者は，生産者についてほとんど知識を持っていな

ぃ， という特徴をあげることが出来る。すなわち， 消費者は， ある財につい

て，企業が設定する価格を所与として，その財を買うか，買わないか，買うと

すれば，どれだけの量を買うのかを，決定する。新古典派の一般均衡モデルで

は，超過需給に応じて，価格が市場メカニズムにより変動する。しかし，われ

われの短期モデルでは，企業が市場価格を決定するという仮定を採用する。

これから展開されるモデルは，各経済主体が条件付極大化行動を行なってい

る，という点で新古典派的である。しかし，市場における価格の調整機能が作

用しない，という点で Keynes的である。以上を要約しておこう。

小論の目的は，団体交渉によって貨幣賃金率が決定され，売手独占企業によ

って生産物価格が決定され，かつ，貨幣当局が貨幣需給を瞬間的に一致させる

5)われわれは，参入阻止価格を，長期利潤を確保する企業行動から導出することができ

ると予想している．しかし，正確な定式化は，今回果し得なかった．
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経済において，生活水準，企業の賃金支払能力，企業および労働組合の交渉

ヵ，生産物価格の変化が，短期的に，生産水準，および国民所得における資本

と労働の相対的分け前にどのような影響を与えるかについて分析することであ

る。簡単化のために， 1財生産物モデルを想定する。

2. 労働市場

この節の分析方法は，高田保馬の以下の先駆的な発言に，強い刺激を受けた

ものである。

「労働と貨幣との非商品性は，人格的なるもの制度的なるものの上に立つと

見らるるが，此二を統一するものとして社会的勢力がある。同一の勢力が一方

には制度を支え，他方には労働需給の中に勢力反映的なる要素を注入する。」6)

さて，このモデルでは，すべての労働者を組合が供給すると仮定する7)。

組合は，賃金と雇用者数との間に負の関係を予想する。これは，新古典派的

な，企業の限界生産力曲線から導出される労働需要関数とは，全く性質を異に

するものであり，むしろ Dunlop〔訟〕の， membershipfunctionに近い。

Nを雇用者数， W を貨幣賃金率，上つき Sを供給，上つき Uを組合を示

すものとすると

N8 =v(wり

これを，雇用賃金関数と呼ぶ。また，

v'<O, v0<0 

と仮定することは，十分に plausibleである。

(1) 

(2) 

いま，現在の組合員数を汀とするい。組合は，失業する組合員のために失

6)高田〔5〕， 102頁参照．なお，高田保馬は，ついに，自己の先駆的業績をモデル化す

ることなく終った．

7)わが国の多くの企業別組合は，その企業に雇用されなければ組合員資格がない． しか

し，われわれのモデルの各関数は，この仮定を，企業別組合に変更しても，結果にほと

んど影響を与えない．

8)雇用されている者は全員組合員である．
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業者， 1人当り Vの補償金を支払うことを，組合大会で決定する。補償金

は，その時点での最低生活に必要な生産物量<f,' その単位価格 p,および失業

者数 (N-N5)に依存している。 <t,p, 刃はパラメターである。よって，補

償関数は，

V = V(p<t, N -N5) (3) 

また，生活水準paが上れば，失業が予想される労働者に， より高い補償金

を支払わなければならず，かつ，予想される失業者の増加は，組合大会での彼

等の発言力を高め，他の事情一定にして，より多くの補償金が決議され，その

圧力は，逓増するであろう。さらに，生活水準が高いほど，補償金増加率も上

昇する。よって，以下の仮定は十分 plausibleである。

V1>0, V2>0, V12>0, Vu>O (4) 

この組合は，賃金支払総額から補償金を差引いた額を極大にしようとす

る9)。したがって，組合の目標関数は，

Z=炉 N5-V・(N-N5) (5) 

N~Nなる領域に，極大点が存在するものとする。極大の 1 階の条件， 2

階の条件は，

v-1 + v'-1 N5 + V + V2·(N—炉） =O (6) 

2v'-1 + v"-1 N5 -2V2 -V22・（村ー炉）<o !7l 

である。仮定(2)より， 2階の条件は容易に証明される。

(1), (6)を解けば，団体交渉開始直前の組合の要求賃金率』り および，予想

雇用量NSが導出される。

炉＝炉(pa,め

炉＝炉(pa,N) 

組合の主体均衡の比較静学を試みれば，

(8) 

(9) 

9) Dunlop 〔訟〕の組合の6種の極大化行動を参照せよ． この仮定はそれらのうちのひ

とつである。
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これらは，いずれも，経験される事実と合致している。

さて，一方企業は，労働市場においては，需要者である。新古典派理論で

は，労働に対する需要を派生需要としてとらえ，利潤極大化行動によって，生

産物市場と労働市場での企業行動に統一した説明を与えることが出来た12)。

しかし，このモデルではわれわれは，企業が短期的には各市場において，切り

放された意志決定を行なうものと仮定する。

われわれの企業は，団体交渉開始直前の提示賃金率を，制度的な賃金方程式

nに，過去の利潤から得られた支払能力9を代入して，自動的に決定する。い

わば，標準俸給表による決定である。上つきfを企業を示すものとすると，

wf = n(/3) (n'> 0) U4l 

一度，団体交渉が開始されてからの，動学的プロセスの問題は，鵜飼〔 1〕

に詳細に分析され，その動学的安定性が証明されている。したがって，いかな

10) 1階の条件をPctで微分し，整理すると，

狐rs=―〔V叶V21•(N-炉）〕
a(Pa) c2階の条件）
で，仮定(4)より正．

11) 1階の条件を汀で微分し，整理すると，

翌＝―(2V叶 V22・（応炉）〕
aN (2階の条件）

で，仮定(4)より正．

12)この「統一した説明」を与えることが新古典派理論の理論としての優位性を保証して

いるものなのである．われわれのモデルの最終的目標も， この「統一した説明」であ

る．しかし，小論では，いまだこの目標は達成されていない．
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る砒と炉から出発するにせよ，均衡賃金率W が決定される。われわれは高

田〔5〕における勢力の概念を，いま，狭義に解釈し，団体交渉における W を

左右する交渉力とする18)。正規化して，企業の交渉力を r,組合の交渉力を

(1-r)とすると，

w=r砒 +(1-r)w見 (wU>wf) U5l 

このように，団体交渉の場で決定されるのは，属用者 1人当りの貨幣賃金率

のみである。しかし，その結果として， (1)により，労働供給NSも同時に決定

される。

一方，生産物市場において企業が予想する需要量 y• が決まれば，生産関数

f によって，労働需要量 ND が決定される。 y• については，第3節で，再論す

る。よって

N°= 1-1 (y")'(f'> 0) 

である。

組織化された労働市場では，労働の需給ギャップが調整される時間が，貨幣

UBl 

市場の調整速度よりもはるかに長い，したがって，現実の雇用量 Nは， N汽

炉の小さい方に決定され，労働市場の短期均衡式は，

N=min. 〔N汽灼 (17) 

短期均衡賃金について，比較静学を行なえば，

aw 
aa 
>o u)  

aw 
ap >O 

aw 
ap 
>O 1s) 

⑱

⑲

⑳

 

13)これは，高田勢力説のひとつの解釈に過ぎない．他の解釈も当然存在しうる．

14) 並~=(l-r) awu . a(Pa) 
紐 a(Pa) aa' 

よって(12)より正・ (19)も同様にして正．

15)卑 =rn'
卵
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珈-<o ia) (21) ar 

珈—~<o 17) 
aN 

(22) 

これらはわれわれが，経験する事実と良く一致しているのである。

3. 生産物市場と貨幣市場

生産物市場においては，企業の売手独占が仮定されている。しかしながら，

第 1節において述べたように，このような企業にも，潜在的な競争企業が出現

する脅威が存在する。これまでのところ，参入阻止価格の理論には，支配的な

説得力のあるものが存在しない18)。 したがって，いま， なんらかの方法によ

り，企業は，長期利潤確保のために，参入阻止価格 p,を設定し， これを短期

には，変更しないと仮定する。消費者はこれを，所与として行動する。

p = p, (23) 

さらに，企業の生産関数は，

y =J(N) 

ただし， yは生産水準。また，

f'>O 

(24) 

(25) 

である。このような巨大企業は，強力な情報収集力によって，自己の生産物に

対する消費者の需要関数を，完全に知ることが出来る。すなわち，企業は見込

生産を行なっていて，生産物の需要関数，

p = g(y), (g'<O) 

16)迩ず(wf-wり<oar 

17) aw ー=(1-T)竺•aN 

(26) 

18) Osborne (16)のサーヴェイ以後，参入阻止価格の理論に大きな進展はなかったと考

えてよい．
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のPに， 自己が決定した参入阻止価格p、を代入することにより， 自己の計

画生産量を決定する。

y'=g-l(p) (27) 

この計画生産量yを，生産関数に代入することによって，第 2節06)のよう

に，労働需要が決定される。

一方，貨幣市場においては，貨幣は，政府の赤字財政によって，移転支払い

の形で民間部門に配分される外部貨幣のみであると仮定する 19)。政府は，直

接名目貨幣数量を操作して，貨幣需要MDに等しいM5を瞬間的に，経済全体

に散布するものとする。

貨幣需要は，取引動機にのみもとづいているものと仮定すると，

M=pky (28) 

Mは，名目貨幣量， Kはマーシャルの Kである。

以上で，われわれのモデルの特徴がすべて明らかとなった。団体交渉による

賃金決定式U5lを，

w = w(a, P, r, p, N) (29) 

と，書き変えれば，第4節および第5節で用いられる方程式は'(29)'(23)'(27)'

U6l, (9), 闘，⑳， (28)の8本であり，内生変数は， w,p, y, N, y•, ND, N汽

M, の8個，パラメターは， a,P, r, p,, k, 元の6個である。

しかしながら，われわれが関心を持つのは，現実雇用量N,実現された生産

水準y,および国民所得PYに占める労働の相対的分け前μである。すなわち，

μ =碧閲
一方， 国民所得から，労働の取り分を除いた残差 (1-μ) を， われわれは，

資本分配率と定義する。

体系全体の動きは，第 1図によって明らかとなる。

すでに明らかなように，われわれのモデルは， 2つの世界に分けられる。第

19)寺西〔7〕の貨幣的成長モデルの仮定 (ii)を参照せよ．
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第 1 図

1に， N=NDの場合，第2にN=N5の場合である。われわれは，第1の短期

均衡を不完全雇用均衡と呼び，第2のそれを過少生産均衡と呼ぶことにする。

以下で，この 2つの世界の性質を分析することになる。

4. 不完全雇用均衡

企業の労働需要NDが，組合の労働供給NSよりも小なる場合には，現実に

雇用される労働者数は， NDに一致する。したがって，われわれの体系は，以

下のように集約される。

w=w(a,p;r,pぶり：賃金決定式

p=p、 ：価格決定式

(29) 

磁

N=戸〔g-1(p)〕 ：雇用決定式 (31) 

炉＝炉(pct.,N) : 労働供給 (9) 

y =f(N) : 生産決定式 (24) 

M=kpy : 貨幣量決定式 (28) 

内生変数は， w,p, y,_ N, M, および炉の6個であり，方程式は 6本，
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パラメターは，前節と同じである。

この体系を解くと，労働分配率μは，

μ. = w(a,P,r,pヽ，N)J-1〔g-iep,)〕
p,-g-l(p,) 

631 

(32) 

となり， 6個のパラメターによって，導かれる。資本の分配率は， (1-μ)で

ある。

この均衡において，企業は，計画産出量と現実の産出量が一致する。また，

閲より，生産物の需給が一致する。一方，労働市場では， (N-N5)の自発的

失業の他に， (N5-N)なる非自発的失業が発生し，労働組合は， これを救済

することが出来ない20)。

また，仮定(25),伽）より，短期の均衡雇用量と，均衡生産量の比較静学を行な

えば，

dN 
dp, く0

dy 
dp, <o u> 

閲

閲

なる興味ある結論が得られる。すなわち，不完全雇用均衡において，独占企業

が，自己の生産価格をつり上げれば，雇用者数が減少し（失業が増大し），生

産水準は下落する。一方，逆に，独占価格を引下げれば雇用者数が増大し（失

業が減少し），生産水準は上昇する。

最後に，各パラメターの変化に対し，労働分配率μが，どのように変化する

かを分析すると，以下のようになる。

aμ 
ar:1. >o (35) 

20)組合が，自発的失業を補償し，非自発的失業を補償しないというのは一見奇妙な結論

である．しかし，組合は予期せざる事態に直面し，もはや，財政余力をもたないのであ

る．このような事態は，不況時における労働運動によく見うけられるのではなかろうか．

21)睾=fーllg-11,かっ，棗=g-11,
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8μ 

a P >o 

aμ 
ar く0

里只022) 
aN 

閲

闘

閲

すなわち，最低生活水準が上昇すれば，労働分配率も上昇する。また，企業

の賃金支払い能力が増大すれば，労働分配率が上昇する。さらに，企業の交渉

力が増大すると（裏返せば，組合の交渉力が低下すると），労働分配率は低下し，

労働者の絶対数が増加しても低下する。これらの逆もまたすべて成立する。

独占価格が， 労働分配率にどのような影響を与えるかについては不明であ

る。

5. 過少生産均衡

企業の労働需要NDが，組合の労働供給NSよりも大なる場合には，組合が

提供する労働者はすべて現実に雇用される。したがって，われわれの体系は，

以下のように集約される。

w=w(a,/3,r,p, 而：賃金決定式

P=P, 

炉 =J-1〔g-1(p)〕

N=炉 (pa,N)

y=f(N) 

M=pky 

：価格決定式

：労働需要

：雇用決定式

：生産決定式

：貨幣量決定式

図

閲

閲

圃

四

閲

珈
一
助

芳＝姦(waN),
蓋姦(WN・N)

加（鬱N+器）一wN(y+睾P,)
p、2炉

22)告＝歩(w.. -N) 
dμ1  
寄 =T,y(w1N),
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内生変数は， w,p, y, N, M, および炉の6個であり，方程式は 6本，

パラメターは，不完全雇用均衡と同ーである。われわれは，このような短期均

衡が，企業の計画産出量が実現されず，しかも，生産物市場には超過需要が存

在し，かつ， cN―NS)なる失業が存在する， という興味ある性質を持ってい

ることに気がつく。これをわれわれは仮に，過少生産均衡と呼ぶことにする。

過少生産均衡のモデルは,(28)の貨幣市場における貨幣を内部化し，証券市場

を導入して，貨幣需要関数を設定することにより，ハイパーインフレーション

を説明することが可能である。しかし，ここでは今，それには触れない。

さて，失業と未充足労働需要とが共存するこのモデルの世界では，いかなる

失業者といえども 1人当り V円の所得を補償されている。また均衝雇用量と，

均衡生産量の価格に関する比較静学を行なえば， UO),Ullより

aN 
ap, >O 

立 >o2s> ap, 

(41) 

(42) 

すなわち，企業が参入阻止価格を引上げた場合に，短期均衡における雇用労

働者が増大し，自発的失業は減少する。また，企業が価格を引上げれば，均衡

生産量は増大する。価格引上げの生産増大効果である。したがって，独占企業

の価格引上げが，つねに，経済を停滞させるわけでなく，マクロ均衡の性質に

よっては，価格引上げが経済を活発化することが証明された。勿論，逆もまた

真である。

最後に，第4節と同様に，各パラメターの変化に対して，労働分配率μが，

どのように変化するかを分析する。

国民所得に対する労働の相対的分け前μは

μ=  
w(豆，r,p、,N)・N8(p、a,N)
p、パNS(p、a,N)〕 (43) 

23) aN aNs _ a炉 a(Pa) ay aN 祁了雨「―叙 ap , 祁戸f'翫・
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であるので，

aμ 
ap 

aμ 
ar 

>o 

<o 
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(44) 

幽

すなわち，企業の支払い能力が増大すれば，労働の分配率は上昇し，また，

企業の交渉力が増大すれば（裏返せば，組合の交渉力が低下すると），労働分

配率は低下する。

その他のパラメターの変化については，生産関数に，特殊な仮定をいくつも

置かなくては，符号が定まらない。

6. 結論

われわれの 3部門一般均衡モデルは，短期均衡として不完全雇用，あるいは

過少生産をもたらす。経済が， 2つの均衡のいずれを出現せしめるかは，労働

市場のメカニズムに依存している。

独占企業が，自己の設定する価格を上昇させた場合，不完全雇用均衡におい

ては，非自発的失業者がさらに増加し，生産水準は下落する。一方，過少生産

均衡においては， 自発的失業者が減少し（非自発的失業者はすでにゼロであ

る），生産は拡大する。また，この逆も成立する。

いずれの均衡においても，企業の支払い能力，および組合の交渉力が増大す

れば，国民所得に占める労働の分配率は上昇する。さらに，不完全雇用均衡に

おいては生産水準が上昇し，あるいは労働者の絶対数が減少すると，国民所得

に占める労働の分配率は上昇する。また，この逆も成立する。

しかしながら，生産物価格の上昇が，労働分配率にどのような影響を与える

か，については明らかではない。それを確めるためには，われわれは，特殊な

型の生産関数を設定しなければならない。

われわれのモデルは，現実の経済に生じているいくつかの説明不可能な現象
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を，簡単な分析手法によって，明らかにすることができた。

しかし，一方われわれのモデルは， いくつかの adhocな定式化によって

支えられていることも，また明らかである。これらの定式化は，現実の経済変

数による統計的裏付けを必要としている。また，企業の価格設定，および貨幣

市場の極端な単純化については，なお多くの問題点が残されている。

それらの点について，われわれは今後さらに，検討を加えなければならない

であろう。
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